
京都市告示第   号 

 平成２８年３月２５日に市会本会議で議決された平成２８年度京都市予算の要領は，次

のとおりです。 

平成２８年４月１２日 

京都市長 門川 大作   

 

 

   平成28年度京都市一般会計予算 
    

        
 平成28年度京都市一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

 
（歳入歳出予算） 

      
第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 727,698,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」によ 

 る。 
     

（繰越明許費） 
      

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することがで 

 きる経費は，「第２表繰越明許費」による。 
 

（債務負担行為） 
      

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項，期間及び 

 限度額は，「第３表債務負担行為」による。 
 

（市債） 
       

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる市債の起債の目的， 

 限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第４表市債」による。 

（一時借入金）           

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は， 

 130,000,000千円と定める。       

 

９０



千円

1 市 税 253,817,000

1 市 民 税 110,275,000

2 固 定 資 産 税 102,454,000

3 軽 自 動 車 税 1,469,000

4 市 た ば こ 税 9,673,000

5 特 別 土 地 保 有 税 5,000

6 入 湯 税 118,000

7 事 業 所 税 7,152,000

8 都 市 計 画 税 22,671,000

2 地 方 譲 与 税 3,323,000

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 1,524,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 1,692,000

3 石 油 ガ ス 譲 与 税 107,000

3 府 税 交 付 金 39,044,000

1 利 子 割 交 付 金 596,000

2 配 当 割 交 付 金 2,140,000

3 株式等譲渡所得割交付金 1,513,000

4 ゴルフ場利用税交付金 32,000

5 自 動 車 取 得 税 交 付 金 714,000

6 軽 油 引 取 税 交 付 金 4,066,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 29,983,000

4 地 方 特 例 交 付 金 724,000

1 地 方 特 例 交 付 金 724,000

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

5 地 方 交 付 税 50,353,000

1 地 方 交 付 税 50,353,000

6 交通安全対策特別交付金 700,000

1 交通安全対策特別交付金 700,000

7 分 担 金 及 び 負 担 金 7,073,727

1 負 担 金 7,073,727

8 使 用 料 及 び 手 数 料 20,610,417

1 使 用 料 14,887,778

2 手 数 料 5,722,639

9 国 庫 支 出 金 139,895,662

1 国 庫 負 担 金 110,109,468

2 国 庫 補 助 金 29,011,894

3 国 庫 委 託 金 774,300

10 府 支 出 金 36,331,779

1 府 負 担 金 25,509,207

2 府 補 助 金 8,195,972

3 府 委 託 金 2,626,600

11 財 産 収 入 5,316,452

1 財 産 運 用 収 入 2,271,251

2 財 産 売 払 収 入 3,045,201

12 寄 附 金 1,344,552

1 寄 附 金 1,344,552

13 繰 入 金 8,715,490

1 特 別 会 計 繰 入 金 355,344

2 基 金 繰 入 金 8,360,146

款 項 金 額



千円

14 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

15 諸 収 入 68,571,920

1 延滞金加算金及び過料 212,559

2 市 預 金 利 子 6,600

3 貸 付 金 元 利 収 入 4,438,902

4 預 託 金 元 利 収 入 52,644,608

5 受 託 事 業 収 入 434,400

6 収 益 事 業 収 入 3,500,000

7 雑 入 7,334,851

16 市 債 91,877,000

1 市 債 91,877,000

727,698,000

前 回 750,432,000

増 額 △ 22,734,000

款 項 金 額

歳 入 合 計



千円

1 議 会 費 2,179,000

1 議 会 費 2,179,000

2 総 務 費 44,546,000

1 総 務 管 理 費 33,503,173

2 税 務 費 2,818,775

3 統 計 調 査 費 92,779

4 財 産 費 463,226

5 選 挙 費 500,171

6 監 査 委 員 費 11,201

7 人 事 委 員 会 費 45,100

8 大 学 費 1,465,024

9 防 災 費 304,239

10 総 務 施 設 整 備 費 5,342,312

3 文 化 市 民 費 20,030,000

1 文 化 市 民 総 務 費 8,366,028

2 文 化 費 3,619,221

3 市 民 生 活 費 3,684,002

4 共 同 参 画 社 会 費 737,278

5 ス ポ ー ツ 振 興 費 1,057,888

6 文 化 市 民 施 設 整 備 費 2,565,583

4 保 健 福 祉 費 321,313,000

1 保 健 福 祉 総 務 費 64,016,543

2 児 童 福 祉 費 79,194,479

3 生 活 保 護 費 77,990,790

4 障 害 者 福 祉 費 46,162,097

5 老 人 福 祉 費 43,194,936

6 保 健 費 6,035,853

金 額款 項

      歳       出



千円

7 予 防 費 3,758,656

8 生 活 衛 生 費 594,517

9 保 健 福 祉 施 設 整 備 費 365,129

5 環 境 費 30,942,000

1 環 境 総 務 費 11,705,634

2 環 境 保 全 費 690,584

3 ご み 処 理 費 6,656,953

4 ふ ん 尿 処 理 費 492,596

5 機 材 管 理 費 246,211

6 環 境 施 設 整 備 費 11,150,022

6 産 業 観 光 費 61,226,000

1 産 業 観 光 総 務 費 3,260,061

2 商 工 振 興 費 2,604,932

3 中 小 企 業 対 策 費 52,281,712

4 技 術 振 興 費 1,106,402

5 観 光 費 705,824

6 農 業 費 596,445

7 林 業 費 544,351

8 産 業 観 光 施 設 整 備 費 126,273

7 計 画 費 17,903,000

1 計 画 総 務 費 5,091,819

2 都 市 計 画 費 613,579

3 風 致 美 観 費 968,936

4 建 築 指 導 費 787,255

5 住 宅 政 策 費 1,772,752

6 住 宅 管 理 費 3,834,565

7 住 環 境 整 備 費 4,834,094

8 土 木 費 34,487,000

1 土 木 総 務 費 5,576,349

款 項 金 額



千円

2 駐 車 場 費 255,480

3 道 路 橋 り ょ う 費 5,542,119

4 道 路 特 別 整 備 費 8,290,145

5 河 川 排 水 路 費 1,891,318

6 都 市 河 川 整 備 費 1,160,454

7 緑 化 推 進 費 2,742,555

8 街 路 費 550,880

9 重 要 幹 線 街 路 費 6,253,831

10 土 地 区 画 整 理 費 1,331,937

11 市 街 地 再 開 発 費 493,932

12 受 託 工 事 費 398,000

9 消 防 費 22,152,000

1 消 防 総 務 費 18,491,000

2 消 防 費 2,495,000

3 消 防 施 設 整 備 費 1,166,000

10 教 育 費 46,547,000

1 教 育 総 務 費 27,573,973

2 小 学 校 費 4,317,628

3 中 学 校 費 2,352,676

4 高 等 学 校 費 832,369

5 幼 稚 園 費 98,387

6 社 会 教 育 費 2,003,244

7 青少年科学センター費 102,698

8 学 校 施 設 整 備 費 9,266,025

11 災 害 対 策 費 318,000

1 農 林 災 害 復 旧 費 18,000

2 土 木 災 害 復 旧 費 300,000

12 公 債 費 85,046,000

1 公 債 費 85,046,000

款 項 金 額



千円

13 諸 支 出 金 40,809,000

1 公 営 企 業 費 37,070,000

2 土 地 取 得 費 3,739,000

14 予 備 費 200,000

1 予 備 費 200,000

727,698,000

前 回 750,432,000

増 額 △ 22,734,000

款 項 金 額

歳 出 合 計



　第２表　繰　越　明　許　費

事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

千円

7 計 画 費 1 計 画 総 務 費 まち再生創造推進事業 17,000

4 建 築 指 導 費 建築指導事業 95,000

5 住 宅 政 策 費 住宅対策事業 5,000

7 住 環 境 整 備 費 住環境整備事業 535,000

8 土 木 費 3 道 路 橋 り ょ う 費 交通安全施設整備事業 50,000

道路改良事業 200,000

橋りょう改修事業 100,000

4 道 路 特 別 整 備 費 道路特別整備事業 1,000,000

交通安全施設整備事業 200,000

5 河 川 排 水 路 費 河川改修事業 50,000

幹線排水路改修事業 50,000

6 都 市 河 川 整 備 費 都市河川整備事業 450,000

8 街 路 費 幹線街路整備事業 200,000

9 重 要 幹 線 街 路 費 重要幹線街路整備事業 800,000

10 土 地 区 画 整 理 費 公共団体区画整理補助事業 330,000

10 教 育 費 8 学 校 施 設 整 備 費 学校施設整備事業 2,500,000

款 項



　第３表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

土地開発公社借入金（元利 平成28年度から 13,000,000
金）債務の保証によって生
じる保証債務 平成33年度まで

平成28年度における地方債 平成28年度から 元金1,169,000,000千円及びこれに対する利子
証券の共同発行によって生 相当額
じる連帯債務 平成38年度まで

市庁舎整備事業費 平成28年度から
25,000,000

平成32年度まで

芸術文化特別奨励金 平 成 29 年 度 6,000

平成28年度助成金等内定者 平成28年度から 融資金の回収未済額
資金融資制度損失補てん金

債務消滅時まで

平成28年度文化財保護事業 平成28年度から 次の各号に掲げる額の合計額
資金融資制度損失補てん金 (1)融資金の回収未済額

債務消滅時まで (2)債務者が支払うべき約定利息額
(3)延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
　 の翌日から年利率14パーセントの割合を乗
　 じて得た遅延損害金

旧三井家下鴨別邸管理経費 平成29年度及び 15,400

平成30年度■■

二条城ライトアップ事業費 平 成 29 年 度 5,000

区庁舎合築施設耐震改修工 平成28年度及び 101,334
事費用負担金

平成29年度○○

京都市美術館再整備事業費 平成29年度から 10,139,178

平成31年度まで

元離宮二条城整備事業費 平 成 29 年 度 109,576

民間社会福祉施設整備助成 平 成 29 年 度 846,600
事業費

児童福祉施設管理経費 平成29年度から 4,282,000

平成32年度まで



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

高齢者福祉施設管理経費 平成29年度から 486,000

平成32年度まで

保健衛生施設管理経費 平成29年度から 268,800

平成32年度まで

子ども保健医療相談・事故 平成29年度から 111,000
防止センター管理経費

平成31年度まで

平成28年度看護師修学資金 平成28年度から 次の各号に掲げる額の合計額
融資制度損失補てん金 (1)融資金の回収未済額

債務消滅時まで (2)債務者が支払うべき約定利息額
(3)延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
　 の翌日から年利率14.5パーセントの割合を
　 乗じて得た遅延損害金

中央斎場人体炉改修工事費 平成29年度及び 1,169,800

平成30年度■■

家庭ごみ有料指定袋製造経 平 成 29 年 度 250,000
費

燃やすごみ等収集運搬経費 平成29年度から 1,232,246

平成32年度まで

し尿前処理施設再整備事業 平 成 29 年 度 389,000

平成28年度セーフティネッ 平成28年度から
ト融資制度損失補てん金

平成49年度まで

平成28年度政策支援融資制 平成28年度から
度損失補てん金

平成46年度まで

小規模企業おうえん資金，災害対策緊急資金，
あんしん借換資金（緊急枠），中小企業下支え
資金及び中小企業再生資金で，信用保証協会が
債務の保証を行ったことによって生じた代位弁
済元金額から中小企業信用保険法第５条の規定
により支払を受けた保険金の額を控除した額に
対して，小規模企業おうえん資金及び災害対策
緊急資金において100分の80を，あんしん借換
資金（緊急枠）及び中小企業下支え資金におい
て100分の65を，中小企業再生資金において６
分の１をそれぞれ乗じて得た額の合計に相当す
る額

市関連認定制度資金，創業・経営承継支援資金
及び地域産業振興特区資金で，信用保証協会が
債務の保証を行ったことによって生じた代位弁
済元金額から中小企業信用保険法第５条の規定
により支払を受けた保険金の額を控除した額に
対して，市関連認定制度資金において100分の
100を，創業・経営承継支援資金（事業転換・
多角化及び事業承継分に限る。)において100分
の80を，地域産業振興特区資金において100分
の65を，創業・経営承継支援資金において100
分の10をそれぞれ乗じて得た額の合計に相当す
る額



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

平成28年度事業成長・持続 平成28年度から
支援融資制度損失補てん金

平成43年度まで

平成28年度企業立地促進制 平成28年度から
度補助金

債務消滅時まで

平成28年度ＭＩＣＥ誘致強 平成28年度から
化事業補助金

債務消滅時まで

平成28年度及び 25,000

平成29年度じじ

平成28年度空き家対策推進 平 成 29 年 度 15,000
事業補助金

平成28年度木質ペレット需
要拡大事業補助金

ＭＩＣＥ誘致強化事業補助金の交付対象として
認めた次の第１号及び第２号に掲げる額の合計
額に相当する額
 大規模国際会議の開催に要する経費と開催
　に伴い生じる収入額との差額（１件当たり
　限度額10,000千円）
 大規模国際会議の誘致に要する経費（１件
　当たり限度額1,000千円）

信用保証協会が債務の保証を行ったことによっ
て生じた代位弁済元金額から中小企業信用保険
法第５条の規定により支払を受けた保険金の額
を控除した額に対して100分の25を乗じて得た
額

企業立地促進制度補助金及び京都型グローバ
ル・ニッチ・トップ企業育成補助金の交付対象
者が納入する次の第１号及び第２号に掲げる市
税の額並びに交付対象者が負担する第３号に掲
げる経費の額並びに新事業創出型事業施設活用
推進事業補助金及びベンチャー企業ステップ
アップ事業補助金の交付対象者が負担する第４
号に掲げる経費の額の合計額に相当する額
 事業所等の新増設等に伴い取得した固定資
　産（家屋及び償却資産に限る。）に係る固
　定資産税（当該固定資産の取得者に新たに
　課すこととなった年度から最大６年度分の
　ものに限る。）
 事業所等の新増設等に伴い取得した家屋に
　係る都市計画税（当該家屋の取得者に新た
　に課すこととなった年度から最大６年度分
　のものに限る。）
（第１号及び第２号について１件当たり限度
額６億円）

 事業所等の新増設等に伴い埋蔵文化財発掘
　調査を実施した場合，当該調査に要した経
　費（１件当たり限度額50,000千円）
 賃貸室の入居に要する経費の一部に相当す
　る額（交付対象者が指定する日から最大５
　箇年分のものに限る。京大桂ベンチャープ
　ラザ北館及び南館並びにクリエイション・
　コア京都御車においては，１件当たり限度
　面積100平方メートル,京都リサーチパーク
　地区においては１件当たり限度面積200平
　方メートル）



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

平成28年度らくなん進都整 平成28年度から らくなん進都企業立地促進のための土地所有
備推進事業（土地の売却） 者奨励金制度の対象事業として認めた土地の
補助金 債務消滅時まで 売却価格から当該売却価格に0.05を乗じた額

を差し引いた額に0.05を乗じて得た額（１件
当たり限度額15,000千円）

平成28年度らくなん進都整 平成28年度から らくなん進都企業立地促進のための土地所有
備推進事業（土地の賃貸及 者奨励金制度の交付対象者が納入する次の第
び貸事業所の新築等）補助 債務消滅時まで １号及び第２号に掲げる市税の額の６年度分
金 （１件当たり限度額年2,000千円）

 賃貸した土地又は事業所等に供される土地
  に対する固定資産税（上記奨励金の交付対
　象となるものに限る。）
 賃貸した土地又は事業所等に供される土地
  に対する都市計画税（上記奨励金の交付対
　象となるものに限る。）

平成28年度建築物耐震改修 平成28年度から 建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条
事業補助金 第３号に該当する建築物（その敷地が，緊急

債務消滅時まで 輸送道路のうち優先的に耐震化を図るべき重
要路線として市長が定める道路に接するもの
に限る。）の耐震改修工事に要する経費に３
分の２を乗じて得た額（１件当たり限度額
20,000千円）

平成28年度建築物耐震改修 平成28年度から 建築物の耐震改修の促進に関する法律附則第
事業補助金 ３条第１項に該当する建築物の耐震改修工事

債務消滅時まで に要する経費に100分の23を乗じて得た額（
１件当たり限度額23,000千円）

平成28年度建築物耐震改修 平成28年度から 建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条
事業補助金 第１号に該当するホテル又は旅館の耐震改修

債務消滅時まで 工事に要する経費に100分の23を乗じて得た
額（１件当たり限度額20,000千円）

平成28年度建築物耐震改修 平成28年度から 昭和56年６月１日において現に存し又は現に
事業補助金 工事中であった分譲マンションで耐震診断の

債務消滅時まで 結果いずれかの階のＩｓ値が0.6未満又はい
ずれかの階のｑ値が1.0未満であるものの耐
震改修工事に要する経費に２分の１を乗じて
得た額（１住戸当たり限度額600千円又は１
棟当たり限度額48,000千円のうちいずれか低
い額）

市営住宅管理システム更新 平 成 29 年 度 64,350
整備費

平成28年度市営住宅実施設 平成29年度及び 2,583,145
計及び建設費

平成30年度○○

道路台帳補正経費 平 成 29 年 度 54,270

御薗橋工事費 平 成 29 年 度 292,000



事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円

橋りょう点検費 平成29年度及び 116,000

平成30年度○○

笠トンネル補修工事費 平 成 29 年 度 134,000

西羽束師川河川改修工事費 平 成 29 年 度 183,000

鴨川東岸線工事費 平 成 29 年 度 253,000

中山石見線工事費 平 成 29 年 度 330,000

北泉通工事費 平 成 29 年 度 490,000

上鳥羽南部地区区画整理補 平 成 29 年 度 63,000
助事業費

室町消防出張所整備費 平 成 29 年 度 162,000

平成28年度学校増改築等施 平成28年度から 9,708,500
設整備費

平成30年度まで
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　第4表　市　　　　債

起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

簡 易 水 道 事 業 費 1,322,000 

特定環境保全公共下水
道事業費

5,000 

総 務 施 設 整 備 費 4,406,000 

地域情報化推進事業費 376,000 

市 民 生 活 費 6,000 

文化市民施設整備費 728,000 

児童福祉施設整備費 489,000 

障害者福祉施設整備費 133,000 

高齢者福祉施設整備費 153,000 

保健衛生施設整備費 75,000 

市 立 病 院 費 5,000 

環 境 施 設 整 備 費 5,705,000 

環 境 車 両 整 備 費 96,000 

産 業 振 興 費 375,000 

技 術 振 興 事 業 費 60,000 

観 光 事 業 費 8,000 

農 業 農 村 整 備 費 37,000 

森 林 整 備 費 20,000 

産業観光施設整備費 68,000 

交 通 政 策 費 134,000 

古 都 保 存 事 業 費 281,000 

限　　度　　額

起債の日か

ら据置期間

を含め30年

以内に，元

利均等その

他の方法に

より償還す

る。ただし，

財政の都合

そ の 他に

よっては，

繰上償還を

することが
できる。

8.0以内
ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
については，
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率

証 券 発 行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額
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起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円　 ％　

開 発 指 導 費 5,000 

公 営 住 宅 整 備 費 2,088,000 

公 園 緑 地 整 備 費 316,000 

一 般 公 共 事 業 費 7,388,000 

消 防 施 設 整 備 費 1,151,000 

学 校 施 設 整 備 費 6,772,000 

都 市 整 備 費 4,684,000 

水 道 事 業 出 資 金 1,094,000 

高速鉄道事業出資金 9,626,000 

高速鉄道事業補助金 15,000 

災 害 復 旧 費 185,000 

臨 時 財 政 対 策 債 39,047,000 

退 職 手 当 債 5,024,000 

計 91,877,000 

限　　度　　額



　　　平成28年度京都市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

　平成28年度京都市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は，次に

定めるところによる。

1  歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ531,000千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

  予算」による。

　 



別表　歳入歳出予算

　歳　　　入

金　　　　　　　　　　額

千円

1 繰 入 金 16,270

1 一 般 会 計 繰 入 金 16,270

2 繰 越 金 124,265

1 繰 越 金 124,265

3 諸 収 入 390,465

1 貸 付 金 元 利 収 入 291,443

2 雑 入 99,022

531,000

　歳　　　出

金　　　　　　　　　　額

千円

1
母子父子寡婦福祉資金貸
付事業費

460,919

1
母子父子寡婦福祉資金貸
付事業費

460,919

2 公 債 費 70,081

1 公 債 費 70,081

531,000歳　　　　出　　　　合　　　　計

款 項

歳　　　　入　　　　合　　　　計

款 項



　　　　 平成28年度京都市国民健康保険事業特別会計予算

による。

 （歳入歳出予算）

　出予算」による。

 （債務負担行為）

　期間及び限度額は，「第2表債務負担行為」による。

 （一時借入金）

　最高額は，15,000,000千円と定める。

第3条 地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの

平成28年度京都市国民健康保険事業特別会計の予算は，次に定めるところ

第1条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ175,285,000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第1表歳入歳

第2条 地方自治法第214条の規定により債務を負担することのできる事項，



千円

1 国 民 健 康 保 険 料 収 入 29,044,996

1 国 民 健 康 保 険 料 収 入 29,044,996

2 国 民 健 康 保 険 税 収 入 4

1 国 民 健 康 保 険 税 収 入 4

3 一 部 負 担 金 2

1 一 部 負 担 金 2

4 使 用 料 及 び 手 数 料 276

1 手 数 料 276

5 国 庫 支 出 金 36,138,629

1 国 庫 負 担 金 26,060,388

2 国 庫 補 助 金 10,078,241

6 療 養 給 付 費 交 付 金 2,822,500

1 療 養 給 付 費 交 付 金 2,822,500

7 前 期 高 齢 者 交 付 金 40,120,000

1 前 期 高 齢 者 交 付 金 40,120,000

8 府 支 出 金 8,297,388

1 府 負 担 金 1,215,388

2 府 補 助 金 7,082,000

9 共 同 事 業 交 付 金 41,681,000

1 共 同 事 業 交 付 金 41,681,000

10 繰 入 金 16,888,500

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

1 一 般 会 計 繰 入 金 16,888,500

11 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

12 諸 収 入 291,704

1 雑 入 291,704

175,285,000

千円

1 国 民 健 康 保 険 費 175,285,000

1 事 務 費 3,302,645

2 保 険 給 付 費 171,951,355

3 公 債 費 1,000

4 予 備 費 30,000

175,285,000

款 項 金 額

歳 入 合 計

      歳       出

款 項 金 額

歳 出 合 計

　　第２表　債務負担行為

事　　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　度　　　　　額

千円

滞納整理支援システム開発事業費
平 成 29 年 度 か ら
平 成 32 年 度 ま で

72,006



　　　平成28年度京都市介護保険事業特別会計予算

  平成28年度京都市介護保険事業特別会計の予算は，次に定めるところによ

る。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 129,561,000千円と定める。

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

  予算」による。



千円

1 保 険 料 26,303,404

1 保 険 料 26,303,404

2 使 用 料 及 び 手 数 料 196

1 手 数 料 196

3 国 庫 支 出 金 30,283,474

1 国 庫 負 担 金 22,180,467

2 国 庫 補 助 金 8,103,007

4 支 払 基 金 交 付 金 34,706,310

1 支 払 基 金 交 付 金 34,706,310

5 府 支 出 金 18,240,144

1 府 負 担 金 17,704,967

2 府 補 助 金 535,177

6 財 産 収 入 10,850

1 財 産 運 用 収 入 10,850

7 繰 入 金 19,965,418

1 一 般 会 計 繰 入 金 19,592,000

2 基 金 繰 入 金 373,418

8 繰 越 金 46,305

1 繰 越 金 46,305

9 諸 収 入 4,899

1 延滞金加算金及び過料 352

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

2 雑 入 4,547

129,561,000

千円

1 総 務 費 3,337,601

1 事 務 費 3,337,601

2 保 険 給 付 費 122,724,417

1 保 険 給 付 費 122,724,417

3 地 域 支 援 事 業 費 3,186,419

1 介 護 予 防 事 業 費 1,226,693

2 包括的支援・任意事業費 1,959,726

4 基 金 積 立 金 234,058

1 基 金 積 立 金 234,058

5 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

6 諸 支 出 金 48,505

1 諸 支 出 金 48,505

129,561,000

金 額

歳 出 合 計

款 項 金 額

歳 入 合 計

      歳       出

款 項



　　 平成28年度京都市後期高齢者医療特別会計予算

　平成28年度京都市後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところに

よる。

1  歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ17,731,000千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

 予算」による。



千円

1 後期高齢者医療保険料 14,059,534

1 後期高齢者医療保険料 14,059,534

2 使 用 料 及 び 手 数 料 21

1 手 数 料 21

3 繰 入 金 3,634,000

1 一 般 会 計 繰 入 金 3,634,000

4 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

5 諸 収 入 37,444

1 延滞金加算金及び過料 2

2 償還金及び還付加算金 34,500

3 雑 入 2,942

17,731,000歳 入 合 計

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

1 総 務 費 289,464

1 事 務 費 289,464

後期高齢者医療広域連合 17,405,536
納付金

後期高齢者医療広域連合 17,405,536
納付金

3 諸 支 出 金 36,000

1 諸 支 出 金 36,000

17,731,000歳 出 合 計

2

1

      歳       出

款 項 金 額



　　　平成28年度京都市地域水道特別会計予算

　平成28年度京都市地域水道特別会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ1,364,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（市債）

第２条　地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は,「第２表市債」

　による。



千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 129

1 負 担 金 129

2 使 用 料 及 び 手 数 料 85,277

1 使 用 料 85,276

2 手 数 料 1

3 国 庫 支 出 金 110,469

1 国 庫 補 助 金 110,469

4 繰 入 金 606,203

1 一 般 会 計 繰 入 金 605,000

特定環境保全公共下水道
特別会計繰入金

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 1,921

1 雑 入 1,921

7 市 債 560,000

1 市 債 560,000

1,364,000歳 入 合 計

　第１表　歳入歳出予算

    歳       入

款 項 金 額

2 1,203



千円

1 地 域 水 道 費 1,364,000

1 地 域 水 道 費 268,115

2 地 域 水 道 整 備 費 720,536

3 公 債 費 375,349

1,364,000歳 出 合 計

款 項 金 額

    歳       出

　第２表　市　　　　債

千円 ％

償還の方法

557,000

3,000

起　債　の　目　的

計 560,000

限　　度　　額 起債の方法 利　率

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

地 域 水 道 費

地 域 水 道 整 備 費

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法によ
る。

8.0以内



　　　平成28年度京都市京北地域水道特別会計予算

　平成28年度京都市京北地域水道特別会計の予算は，次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ4,100,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（市債）

第２条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は,「第２表市債」

　による。



千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 1,468

1 分 担 金 1,468

2 使 用 料 及 び 手 数 料 122,732

1 使 用 料 122,722

2 手 数 料 10

3 国 庫 支 出 金 771,507

1 国 庫 補 助 金 771,507

4 繰 入 金 1,876,233

1 一 般 会 計 繰 入 金 1,874,000

特定環境保全公共下水道
特別会計繰入金

農業集落排水事業特別会
計繰入金

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 3,059

1 雑 入 3,059

7 市 債 1,325,000

1 市 債 1,325,000

4,100,000

2 1,959

3 274

金 額

歳 入 合 計

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項



千円

1 京 北 地 域 水 道 費 4,100,000

1 京 北 地 域 水 道 費 316,436

2 京 北 地 域 水 道 整 備 費 3,639,145

3 公 債 費 144,419

4,100,000歳 出 合 計

      歳       出

款 項 金 額

第２表　市　　　　債

千円 ％

償還の方法

1,322,000

3,000

起　債　の　目　的

計 1,325,000

限　　度　　額 起債の方法 利　率

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

京 北 地 域 水 道 費

京 北 地 域 水 道 整 備 費

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法によ
る。

8.0以内



　　　平成28年度京都市特定環境保全公共下水道特別会計予算

　平成28年度京都市特定環境保全公共下水道特別会計の予算は，次に定める

ところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ636,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（市債）

第２条  地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる市債の　

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は,「第２表市債」

　による。



千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 9,240

1 分 担 金 9,240

2 使 用 料 及 び 手 数 料 122,468

1 使 用 料 122,242

2 手 数 料 226

3 財 産 収 入 1,398

1 財 産 運 用 収 入 1,398

4 繰 入 金 489,413

1 一 般 会 計 繰 入 金 449,000

2 基 金 繰 入 金 40,413

5 諸 収 入 2,481

1 貸 付 金 元 利 収 入 1,333

2 雑 入 1,148

6 市 債 11,000

1 市 債 11,000

636,000歳 入 合 計

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

特定環境保全公共下水道
費

特定環境保全公共下水道
費

2 公 債 費 249,186

636,000

款 項 金 額

    歳       出

1 386,814

636,0001

歳 出 合 計

千円 ％

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

　第２表　市　　　　債

起 債 の 目 的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　特定環境保全公共下水道費 11,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法によ
る。

8.0以内



　　　平成28年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計予算

　平成28年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計の予算は，次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ4,261,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項，

　期間及び限度額は，「第２表債務負担行為」による。

（市債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第３表市債」

  による。

　

　



千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 1,750,898

1 使 用 料 1,750,817

2 手 数 料 81

2 府 支 出 金 65,934

1 府 補 助 金 65,934

3 財 産 収 入 28

1 財 産 売 払 収 入 28

4 繰 入 金 671,000

1 一 般 会 計 繰 入 金 671,000

5 繰 越 金 390,000

1 繰 越 金 390,000

6 諸 収 入 456,140

1 延滞金加算金及び過料 1

2 雑 入 456,139

7 市 債 927,000

1 市 債 927,000

4,261,000

　第１表　歳入歳出予算

    歳      入

款 項 金 額

歳 入 合 計



千円

1 市 場 費 4,261,000

1 中 央 卸 売 市 場 費 2,028,497

2 市 場 整 備 費 2,035,856

3 公 債 費 195,647

4 予 備 費 1,000

4,261,000歳 出 合 計

    歳      出

款 項 金 額

　第２表　債務負担行為

　第３表　市　　　　債

 中央卸売市場第一市場施設
 整備費

 中央卸売市場第一市場施設
 整備費

事　　　項 期　　間 限　　度　　額

千円

 平成28年度から 4,015,000

平成30年度まで

571,000平 成 29 年 度

千円 ％

起債の日から据
置期間を含め40
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

起　債　の　目　的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　中央卸売市場第一市場施設
　整備費

927,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法によ
る。

8.0以内



　　　平成28年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計予算

　平成28年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計の予算は，次に

定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ860,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項，

　期間及び限度額は，「第２表債務負担行為」による。

（市債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第３表市債」

  による。

　

　



千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 100,593

1 使 用 料 100,581

2 手 数 料 12

2 府 支 出 金 100

1 府 補 助 金 100

3 財 産 収 入 53

1 財 産 運 用 収 入 32

2 財 産 売 払 収 入 21

4 繰 入 金 651,032

1 一 般 会 計 繰 入 金 651,000

2 基 金 繰 入 金 32

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 61,221

1 雑 入 61,221

7 市 債 47,000

1 市 債 47,000

860,000歳 入 合 計

　第１表　歳入歳出予算

    歳      入

款 項 金 額



千円

1 市 場 ・ と 畜 場 費 860,000

1 中央卸売市場・と畜場費 636,651

2 市 場 整 備 費 107,000

3 公 債 費 115,849

4 予 備 費 500

860,000

　第２表　債務負担行為

　第３表　市　　　　債

    歳      出

款 項 金 額

歳 出 合 計

千円 ％

起債の日から据
置期間を含め40
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

起　債　の　目　的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　中央卸売市場第二市場施設
　整備費

47,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法によ
る。

8.0以内

 中央卸売市場第二市場施設
 整備費

 中央卸売市場第二市場施設
 整備費

平成29年度及び 992,000

平成30年度まで

事　　　　　　項 期　　間 限　　　　度　　　　額

千円

平成28年度から 120,000

平成30年度まで



　　  平成28年度京都市農業集落排水事業特別会計予算

　平成28年度京都市農業集落排水事業特別会計の予算は，次に定めるところ

による。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ49,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

　予算」による。



千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 480

1 分 担 金 480

2 使 用 料 及 び 手 数 料 7,972

1 使 用 料 7,972

3 財 産 収 入 255

1 財 産 運 用 収 入 255

4 繰 入 金 40,030

1 一 般 会 計 繰 入 金 25,000

2 基 金 繰 入 金 15,030

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 262

1 雑 入 262

49,000歳 入 合 計

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 49,000

1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 27,117

2 公 債 費 21,383

3 予 備 費 500

49,000歳 出 合 計

      歳       出

款 項 金 額



　　　平成28年度京都市土地区画整理事業特別会計予算

　平成28年度京都市土地区画整理事業特別会計の予算は，次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ749,000千円と定める。

  ２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は,「第１表歳入歳

　出予算」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

　ることができる経費は,「第２表繰越明許費」による。



千円

1 区 画 整 理 事 業 収 入 10,452

1 保 留 地 収 入 10,452

2 繰 越 金 736,049

1 繰 越 金 736,049

3 諸 収 入 2,499

1 雑 入 2,499

749,000

千円

1 区 画 整 理 事 業 費 749,000

1 事 務 費 573,730

2 区 画 整 理 事 業 費 175,270

749,000

金 額款 項

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

歳 入 合 計

      歳       出

款 項 金 額

歳 出 合 計



　第２表　繰越明許費

千円

1 区画整理事
　業費

2 区画整理事業費 10,000

19,000

伏見西部第三地区区画整理事業

伏見西部第四地区区画整理事業

款 項 金　　　額事　　　業　　　名



　　　平成28年度京都市駐車場事業特別会計予算

　平成28年度京都市駐車場事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ1,332,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は,「別表歳入歳出

　予算」による。



千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 549,183

1 使 用 料 549,183

2 財 産 収 入 611

1 財 産 運 用 収 入 611

3 繰 入 金 782,205

1 一 般 会 計 繰 入 金 764,024

2 基 金 繰 入 金 18,181

4 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

1,332,000

千円
1 駐 車 場 事 業 費 1,332,000

1 駐 車 場 費 369,245

2 公 債 費 962,755

1,332,000

金 額款 項

　別表　歳入歳出予算

    歳      入

歳 入 合 計

    歳      出

歳 出 合 計

金 額款 項



　　　平成28年度京都市土地取得特別会計予算

　平成28年度京都市土地取得特別会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ10,075,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

　ることができる経費は,「第２表繰越明許費」による。

（市債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，｢第３表市債」

　による。



第１表　歳入歳出予算

　歳　　　入

千円  

1

１

２

2

１

3

１

4

1

千円  

1

１

２

３

款 項 金　　　　　額

財 産 収 入 2,335,999  

財 産 運 用 収 入 43,386  

財 産 売 払 収 入 2,292,613  

繰 入 金 3,739,000  

一 般 会 計 繰 入 金 3,739,000  

繰 越 金 1  

繰 越 金 1  

市 債 4,000,000  

市 債 4,000,000  

公 債 費 5,463,621  

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 10,075,000  

　歳　　　出

款 項 金　　　　　額

土 地 先 行 取 得 費 10,075,000  

土 地 先 行 取 得 費 4,000,000  

繰 出 金 611,379  

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 10,075,000  



金 額

千円

1 土地先行取
得費

300,000

償還の方法

第２表　繰 越 明 許 費

款 項 事 業 名

1土地先行取得費 土地先行取得事業

第３表　市　  　　　債

起 債 の 目 的 限　　　度　　　額 起債の方法

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

利　率

千円 ％

公 共 用 地 先 行 取 得 費 4,000,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証券発行（他
の地方公共団
体との共同発
行を含む。）
又は消費貸借
の方法による｡

8.0以内



　　　平成28年度京都市市公債特別会計予算

　平成28年度京都市市公債特別会計の予算は，次に定めるところによる。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ325,498,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「別表歳入歳出

　予算」による。



千円

1 繰 入 金 205,911,998

1 一 般 会 計 繰 入 金 85,046,000

2 母子父子寡婦福祉資金貸 70,081
付事業特別会計繰入金

3 国民健康保険事業特別会 1,000
計繰入金

4 地域水道特別会計繰入金 375,349

5 京北地域水道特別会計繰 144,419
入金

6 特定環境保全公共下水道 249,186
特別会計繰入金

7 中央卸売市場第一市場特 195,647
別会計繰入金

8 中央卸売市場第二市場・ 115,849
と畜場特別会計繰入金

9 農業集落排水事業特別会 21,383
計繰入金

10 駐車場事業特別会計繰入 962,755
金

11 土地取得特別会計繰入金 5,463,621

12 市立病院機構病院事業債 2,199,000
特別会計繰入金

13 水道事業特別会計繰入金 13,465,678

14 公共下水道事業特別会計 30,137,662
繰入金

15 自動車運送事業特別会計 1,309,508
繰入金

16 高速鉄道事業特別会計繰 31,706,060
入金

17 基 金 繰 入 金 34,448,800

2 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

3 諸 収 入 1

1 雑 入 1

　　別表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

4 市 債 119,586,000

1 市 債 119,586,000

325,498,000

千円

1 公 債 費 325,498,000

1 公 債 費 314,557,500

2 繰 出 金 10,940,000

3 予 備 費 500

325,498,000

項 金 額

歳 出 合 計

款 項 金 額

歳 入 合 計

      歳       出

款



　　    平成28年度京都市立病院機構病院事業債特別会計予算

　平成28年度京都市立病院機構病院事業債特別会計の予算は，次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ2,471,000千円と定める。

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

　出予算」による。

（市債）

第2条　　地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２表市債」

　による。



千円

1 諸 収 入 2,199,000

1 貸 付 金 元 利 収 入 2,199,000

2 市 債 272,000

1 市 債 272,000

2,471,000

千円

市立病院機構病院事業債 2,471,000
管理事業費

1 貸 付 金 272,000

2 公 債 費 2,199,000

2,471,000

金 額

1

歳 出 合 計

歳 入 合 計

      歳       出

款 項

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額
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　第2表　市　　　　債

起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

限　　度　　額

市立病院機構貸付金 272,000 

発行価格が額面

金額を下回ると

きは，その発行

価格差減額を埋

めるため必要な

金額をこれに加

算した額

証券発行（他

の地方公共団

体との共同発

行を含む。）

又は消費貸借

の方法による。

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

8.0以内



平成28年度京都市水道事業特別会計予算

（総則）

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

事　　項
   

件 

千円 

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

千円

千円

千円

１ 日 最 大 給 水 量 542,000  

１ 日 平 均 給 水 量 503,000  

期 首 使 用 者 数 765,000  

第１条 平成28年度京都市水道事業特別会計の予算は，次に定めるところに

　よる。

区　　分
事 業 量 概 要

年 間 総 給 水 量 183,595,000  

上 水 道 整 備 事 業 17,300,000  

上水道機能維持・向上対策 11,710,000  地震対策及び改築更新

期 末 使 用 者 数 770,000  

増 加 見 込 数 5,000  

主 要 な 建 設 改 良 事 業

庁 舎 建 設 2,440,000  庁舎の建設

浄 水 処 理 強 化 対 策 60,000  浄水処理の強化

鉛 製 給 水 管 解 消 3,090,000  鉛製給水管の取替え

第２項 営 業 外 収 益 2,078,493

収　    　入

第１款 水 道 事 業 収 益 33,576,000

第１項 営 業 収 益 31,497,507



千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

支　　　　　出

第１款 水 道 事 業 費 用 28,917,000

第１項 営 業 費 用 24,112,026

第２項 営 業 外 費 用 4,804,974

　及び損益勘定留保資金等12,956,638千円で補 するものとする。)。

収　　　　　入

第１款 資 本 的 収 入 15,549,000

第１項 企 業 債 12,646,000

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収

入額が資本的支出額に対し不足する額14,150,000千円は，当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額1,193,362千円，当年度利益剰余金処分額

第４項 工 事 負 担 金 320,622

第２項 出 資 金 1,094,000

第３項 国 庫 補 助 金 189,468

第７項 基 金 繰 入 金 457,000

第８項 寄 附 金 17,200

第５項 加 入 金 447,422

第６項 基 金 収 入 211,110

第１項 建 設 改 良 費 18,257,518

第２項 企 業 債 償 還 金 11,228,693

第９項 その他資本的収入 166,178

支　　　　　出

第１款 資 本 的 支 出 29,699,000

第３項 投 資 211,110

第４項 その他資本的支出 1,679



3

（債務負担行為）

千円 

（企業債）

利 率

千円 ％ 

（一時借入金）

諸 施 設 整 備  平成29年度及び平成30年度 100,000  

水 道 メ ー タ ー 点 検 業 務  平成29年度 92,000  

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

　おりと定める。

事 項 期           間 限 度 額

上 水 道 整 備 事 業
 平成29年度から平成31年度
 まで 10,954,000  

発行価格が
額面金額を
下回るとき
は，その発
行価格差減
額を埋める
ため必要な
金額をこれ
に加算した
額

証券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

起債の日から
据置期間を含
め40年以内
に，元利均等
その他の方法
により償還す
る。ただし，
財政の都合そ
の他によって
は，繰上償還
をすることが
できる。

上水道整備事業費 8.0以内9,516,000  

施 設 運 転 管 理 等 業 務  平成29年度及び平成30年度 119,000  

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

　おりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 償還の方法

計 9,516,000  

第７条　一時借入金の限度額は，4,000,000千円と定める。



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業

外費用の間の流用

（利益剰余金の処分）

　　　　建設改良積立金　 千円

（たな卸資産購入限度額）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次の

　とおりと定める。

第９条　当年度利益剰余金のうち2,768,717千円は，次のとおり処分するもの

　と定める。

2,768,717

第10条　たな卸資産の購入限度額は，800,000千円と定める。



（総則）

（業務の予定量）

区　　分

事　　項
 

千円 

雨水幹線等の整備

合流式下水道の改善及び高度処
理施設の整備

（収益的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

地震対策及び改築更新

水 環 境 対 策 2,761,000  

汚泥消化タンク等の整備

年 間 流 入 下 水 量

浸 水 対 策

　　　平成28年度京都市公共下水道事業特別会計予算

第１条　平成28年度京都市公共下水道事業特別会計の予算は，次に定めるところによ

　る。

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

969,000  

事 業 量

353,863,000  

9,960,000  下水道機能維持・向上対策

第１項 事 業 収 益

支　　　　　出

概 要

1 日 平 均 流 入 下 水 量

7,376,963

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 建 設 事 業

事 業 費 用

1,350,000  

3,829,000  

44,244,879

8,125,121

17,900,000  

第１款

第１款

公共下水道事業 費用

52,370,000

創 エ ネ ル ギ ー 対 策

48,061,000

40,684,037

公共下水道事業 収益

収　    　　入

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

第２項 事 業 外 収 益

第２項 事 業 外 費 用

第１項



（資本的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（債務負担行為）

千円 

　的収支調整額913,000千円，当年度利益剰余金処分額及び損益勘定留保資金

  20,485,000千円で補 するものとする。）。

12,000,000  

収　　　　　入

そ の 他 資 本 的 収 入 27,781

 平成29年度から平成31年度
 まで

建 設 改 良 費

13,888

施 設 運 転 管 理 等 業 務

42,767,912

　的支出額に対し不足する額21,398,000千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本

21,369,912

　める。

第３項

期 間

公共下水道事業資本的収入

第５項

13,938,000

27,088

第１項

企 業 債

第２項

第１項

第１款

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本

企 業 債 償 還 金

第２款

第４項

千円

水洗便所築造工事資金貸付
事業資本的支出。。。。。

限 度 額

 平成29年度から平成31年度
 まで

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定

第２項

第１項

第１款

事 項

公共下水道事業資本的支出

合 計 42,795,000

23,877,310

第２款

貸 付 金

他 会 計 借 入 金 償 還 金

第１項

公 共 下 水 道 建 設 事 業

国 庫 補 助 金

1,100

他 会 計 借 入 金

2,557,738

4,616,010

25,988

18,890,602

支　　　　　出

27,088

230,383

21,397,000

13,200第２項

第２項

合 計

2,638,000  

千円

貸 付 金 回 収 金

工 事 負 担 金

水洗便所築造工事資金貸付

出 資 金

事業資本的収入。。。。。



（企業債）

千円 

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（利益剰余金の処分）

　　　　減債積立金　 千円

（たな卸資産購入限度額）

利　率

329,000流域下水道建設分担金

起債の日から据
置期間を含め40
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

％ 

起債の方法 償 還 の 方 法

第７条　一時借入金の限度額は，9,000,000千円と定める。

9,590,000 （他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む｡）
又は消費貸
借の方法に
よる。

証 券 発 行

計

第９条　当年度利益剰余金のうち3,386,388千円は，次のとおり処分するものと定め

9,919,000

　　間の流用

3,386,388

　 　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における事業費用及び事業外費用の

　定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定

第10条　たな卸資産の購入限度額は，3,000千円と定める。

　める。

発行価格が額
面金額を下回
るときは，そ
の発行価格差
減額を埋める
ため必要な金
額をこれに加
算した額

公共下水道建設事業費

8.0以内

起 債 の 目 的 限 度 額

　る。



　　　平成28年度京都市自動車運送事業特別会計予算

（総則）

ころによる。

（業務の予定量）

 　(１)　運転計画

両 

718 

km 

31,317,000 

人 

128,845,000 

人 

353,000 

 　(２)　主要な建設改良工事計画

　　　　乗合自動車購入　 43両

（収益的収入及び支出）

収　　　　入

　第１款　　自 動 車 運 送 事 業 収 益

　　第１項

　　第２項

支　　　　出

　第１款　　自 動 車 運 送 事 業 費 用

　　第１項

　　第２項

第１条 平成28年度京都市自動車運送事業特別会計の予算は，次に定めると

第 ２ 条 業 務 の 予 定 量 は ， 次 の と お り と す る 。

21,144,000千円

21,775,000千円

21,583,703千円

609,158千円

191,297千円

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

20,484,842千円

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

運 転 車 両 数

年 間 走 行 キ ロ メ ー ト ル

年 間 総 輸 送 人 員

１ 日 平 均 輸 送 人 員

営 業 外 費 用



　　第３項

（資本的収入及び支出）

収　　　　入

　第１款　　資　　本　　的　　収　　入

　　第１項

　　第２項　

　　第３項

　　第４項

　　第５項

支　　　　出

　第１款　　資　　本　　的　　支　　出

　　第１項

　　第２項

　　第３項

（債務負担行為）

事　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　度　　　額

241,000  

775,000千円

195,787千円

50,000千円

1,001,000千円

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額3,287,000千円は，損益勘定留保資金等

　 で補 するものとする｡）｡

23,000千円

6,645千円

2,989,195千円

1,248,805千円

50,000千円

568千円

4,288,000千円

　おりと定める。

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

自動車運送事業建設改良費 平成29年度

予 備 費

企 業 債

固 定 資 産 売 却 代 金

補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 収 入

千円

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費



（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

おりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，3,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次の

　 とおりと定める。

　 (１)　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び

　 　　営業外費用の間の流用

（他会計からの補助金）

第９条　バス車両の購入費等に充てるため，一般会計からこの会計へ補助を

　 受ける金額は，70,990千円である。

（利益剰余金の処分）

第10条　繰越利益剰余金のうち1,057,859千円は，次のとおり処分するものと

　　定める。

　 (1)  建設改良積立金　　　　　　　　　　　　　　1,057,859千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は，100,000千円と定める。

千円 ％

償還の方法

775,000

起債の目的 限　　度　　額 起債の方法 利　率

起債の日から据
置期間を含め30
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

自動車運送事業建設改
良費

発行価格が額
面金額を下回
るときは，そ
の発行価格差
減額を埋める
ため必要な金
額をこれに加
算した額

証券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

8.0以内



　　　平成28年度京都市高速鉄道事業特別会計予算

（総則）

第１条　平成28年度京都市高速鉄道事業特別会計の予算は，次に定めるとこ

　ろによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

　(１)　運転計画

両  

204  

km  

20,804,194  

人  

136,145,000  

人  

373,000  

　(２)　主要な建設改良工事計画

　　　駅施設及び電路・機械設備等改良

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　　なお，営業外費用中支払利息及び企業債取扱諸費 7,514,281千円の財源

　の一部に充てるため，企業債（資本費負担緩和分） 728,000千円を借り入れる。

収　　　　　入

　第１款　高 速 鉄 道 事 業 収 益

　　第１項　

　　第２項　

運 転 車 両 数

6,193,730千円

35,167,000千円

年 間 走 行 キ ロ メ ー ト ル

年 間 総 輸 送 人 員

１ 日 平 均 輸 送 人 員

28,973,270千円営 業 収 益

営 業 外 収 益



支　　　　　出

　　第１項

　　第２項

　　第３項

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

　額が資本的支出額に対し不足する額 9,680,000千円は，損益勘定留保資金

　等で補 するものとする｡）。

収　　　　　入

　第１款　資　 本　 的　 収　 入

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　　第４項

　　第５項

支　　　　　出

　第１款　資　 本　 的　 支　 出

　　第１項

　　第２項

　　第３項

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

　おりと定める。

事　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　度　　　額

3,900,000  

1,708,000  

長 期 借 入 金 返 還 金 2,555,294千円

　　高速鉄道営業線改良費
　　平成29年度から平成32年度
　　まで

　　平成28年度駅管理等業
　　務委託

　　平成29年度から平成32年度
　　まで

企 業 債 償 還 金 25,167,346千円

補 助 金 806,814千円

出 資 金 9,626,000千円

工 事 負 担 金 3,858千円

38,071,000千円

建 設 改 良 費 10,348,360千円

そ の 他 資 本 収 入 328千円

企 業 債 17,954,000千円

　第１款　高 速 鉄 道 事 業 費 用 35,598,000千円

営 業 費 用 26,945,585千円

営 業 外 費 用 8,602,415千円

予 備 費 50,000千円

28,391,000千円

千円



（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとお

　りと定める。

起 債 の 目 的 限　　 度　　 額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

高速鉄道事業建設改良
費

5,052,000

高 速 鉄 道 事 業 特 例 債 2,606,000

高速鉄道事業資本費平
準化債

6,505,000

高速鉄道事業資本費負
担緩和分企業債

728,000

計 14,891,000

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，65,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとお

おりと定める。

　(１)　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外

　　費用の間の流用

（他会計からの補助金）

第９条　特例債元利償還金等に充てるため，一般会計からこの会計へ補助を受

　ける金額は，3,582,520千円である。

（他会計からの出資金）

第10条　高速鉄道事業建設改良費に充てるため，一般会計からこの会計へ出資

　を受ける金額は，2,393,000千円である。

２　経営の健全化に充てるため，一般会計からこの会計へ出資を受ける金額は，

　7,233,000千円である。

発行価格が額
面金額を下回
るときは，その
発行価格差減
額を埋めるた
め必要な金額
をこれに加算
した額

証券発行（他
の地方公共
団体との共同
発行を含む｡)
又は消費貸
借の方法によ
る。

8.0以内

起債の日から
据置期間を含
め40年以内
に，元利均等
その他の方法
により償還す
る。ただし，財
政の都合その
他によって
は，繰上償還
をすることがで
きる。



　　　平成28年度京都市一般会計補正予算

　平成28年度京都市一般会計補正予算は，次に定めるところによる。

１　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ85,000千円を補正し,歳入歳

  出それぞれ727,783,000千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

　の歳入歳出予算の金額は，「別表歳入歳出予算補正」による。



千円 千円 千円

10 府 支 出 金 36,331,779 85,000 36,416,779

3 府 委 託 金 2,626,600 85,000 2,711,600

727,698,000 85,000 727,783,000

千円 千円 千円

2 総 務 費 44,546,000 85,000 44,631,000

5 選 挙 費 500,171 85,000 585,171

727,698,000 85,000 727,783,000歳 出 合 計

補　正　額 補 正 後 の 額

　別表　歳入歳出予算補正

    歳      入

歳 入 合 計

款 項 補 正 前 の 額

歳      出

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 補 正 後 の 額

（行財政局財政部財政課）


